様式第1号(第2条関係)
第　　　　　号
年　　月　　日
　
　　　　　　　　　　　　　　様
　
沖縄県後期高齢者医療広域連合長　　　　　　　　　印
　
　
後期高齢者医療被保険者証返還命令通知書
　　再三の催告にもかかわらず、あなたの後期高齢者医療保険料について未だに滞納があります。
　　つきましては、高齢者の医療の確保に関する法律第54条第4項の規定により後期高齢者医療被保険者証の返還を命じますので下記の期日までに速やかに返還してください。
　　なお、災害等特別の事情のある場合は返還の免除を受けることができますので、「特別の事情に関する届」を提出するため御来庁ください。
　
　　　1　返還期日　　　　　　　年　　　月　　　日
　　　2　返還先　　　　　　　市役所（町村役場）　　　　　　　部　　　　　　課
　
　
　
	(教示)

1　この決定に不服がある場合には、この決定があったことを知った日の翌日から起算して60日以内に、沖縄県後期高齢者医療審査会に対して審査請求をすることができます(なお、この決定があったことを知った日の翌日から起算して60日以内であっても、この決定の日の翌日から起算して1年を経過すると審査請求をすることができなくなります。)。

2　上記1の審査請求に対する裁決を経た場合に限り、当該審査請求に対する裁決があったことを知った日の翌日から起算して6箇月以内に、沖縄県後期高齢者医療広域連合を被告として(訴訟において沖縄県後期高齢者医療広域連合を代表する者は沖縄県後期高齢者医療広域連合長となります。)、処分の取消しの訴えを提起することができます。ただし、次の①から③までのいずれかに該当するときは、審査請求に対する裁決を経ないで処分の取消しの訴えを提起することができます。

　①　審査請求があった日の翌日から起算して3箇月を経過しても裁決がないとき。

　②　処分、処分の執行又は手続の続行により生ずる著しい損害を避けるため緊急の必要があるとき。

　③　その他裁決を経ないことにつき正当な理由があるとき。 


(表)
様式第2号(第4条関係)
第　　　　　号
年　　月　　日
後期高齢者医療弁明の機会付与通知書
　　　　　　　　様
沖縄県後期高齢者医療広域連合長　　　　　印
　　あなたに対して予定されている不利益処分に係る弁明の機会の付与を下記のとおり行いますので、行政手続法第30条の規定により通知します。
記
	弁明の件名
	　

	予定される不利益処分の内容
	　

	不利益処分の根拠となる法令の条項
	　

	不利益処分の原因となる事実
	　

	弁明書の提出先
	　　　　　　市役所（町村役場）　　　　　　部　　　　　　課

	弁明書の提出期限
	年　　　　月　　　　日

	口頭による弁明の機会の付与の有無

(出頭すべき日時及び場所)
	有　　　・　　　無

　　　　　　　　　　年　　　月　　　日　　　午前・後　　　時

　　　　　　市役所（町村役場）　　　　　　部　　　　　　課


　　弁明の機会の付与に際しての留意事項は、裏面のとおりです。
(裏)
弁明の機会の付与に際しての留意事項
　1　あなたは、予定される不利益処分に関して書面により(口頭による弁明の機会が付与されている場合は、口頭により)弁明し、証拠書類等を提出することができます。
　2　あなたが弁明をしない場合には、あなたに代わって代理人を選出できますので、代理人の氏名、住所及び弁明の件名を記載した代理人選任届出書(様式第4号)及び当該代理人に弁明の機会の付与に関する一切の手続きをすることを委任する旨を明示した書面(委任状)の写しを　　　　　　　課に提出してください。
様式第3号(第4条関係)
後期高齢者医療弁明の機会付与公示通知書
　　不利益処分の名あて人となるべき者の所在が判明しないので、行政手続法第31条において準用する同法第15条第3項の規定により公示します。
　　なお、不利益処分の名あて人となるべき者には、　　　　　　　課において弁明の機会付与通知書を交付しますので申し出てください。
　　　　　　年　　月　　日
沖縄県後期高齢者医療広域連合長　　　　　　　　　印
	不利益処分の名あて人となるべき者の氏名
	　

	予定される不利益処分の内容
	　

	不利益処分の根拠となる法令の状況
	　

	不利益処分の原因となる事実
	　

	弁明書の提出先
	　　　　　市役所（町村役場）　　　　　　部　　　　　　課

	弁明書の提出期限
	年　　　　月　　　　日

	口頭による弁明の機会の付与の有無

(出頭すべき日時及び場所)
	有　　　・　　　無

　　　　　　　　　年　　　月　　　日　　　午前・後　　　時

　　　　　市役所（町村役場）　　　　　　部　　　　　　課


　　行政手続法第31条において準用する同法第15条第3項の規定により、掲示を始めた日から2週間を経過したときに、この通知書が到達したものとみなされます。
様式第4号(第4条関係)
年　　月　　日
　
代理人(選任・資格喪失)届書
　　　沖縄県後期高齢者医療広域連合長　　　　様
　
住　所　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏　名　　　　　　　　　　　　印
　　弁明の機会の付与に関する手続について、下記の者が代理人の資格を(有する・失った)ことを行政手続法第16条第3項の規定により証明しますので行政手続法第16条第4項により届け出ます。
記
	弁明の件名
	　

	住　　　　所
	　

	氏　　　　名
	　


　(注)　1　不要の文字は横線で消すこと。
　　　　2　代理人選任届出書として提出する場合には、当事者又は参加人が代理人に対して当事者又は参加人のために弁明の機会の付与に関する一切の行為をすることを委任する旨を明示した書面(委任状)の写しを提出してください。
様式第5号(第4条関係)
後期高齢者医療弁明調書
弁明録取者(職氏名)　　　　　　　　印
	弁明の件名
	　

	弁明の日時
	　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日(　　)午前・後　　　　時

	弁明の場所
	市役所（町村役場）　　　　部　　　課

	当事者(代理人)の住所及び氏名
	　

	当事者(代理人)の弁明の要旨
	　

	その他参考となるべき事項
	　


　
様式第6号(第7条関係)
第　　　　　号
年　　月　　日
　
　　　　　　　　　　様
　
沖縄県後期高齢者医療広域連合長　　　　　　　　　印
　
　
後期高齢者医療の医療給付一時差止通知書
　　先に申請のありました後期高齢者医療の医療給付につきましては、あなたの後期高齢者医療保険料について納期限を1年を経過しても納付がありませんので、高齢者の医療の確保に関する法律第92条第1項の規定により下記のとおり一時差し止めます。
　
記
医療給付差止額　：　金　　　　　　　　　　　　円
　
　
　
	(教示)

1　この決定に不服がある場合には、この決定があったことを知った日の翌日から起算して60日以内に、沖縄県後期高齢者医療審査会に対して審査請求をすることができます(なお、この決定があったことを知った日の翌日から起算して60日以内であっても、この決定の日の翌日から起算して1年を経過すると審査請求をすることができなくなります。)。

2　上記1の審査請求に対する裁決を経た場合に限り、当該審査請求に対する裁決があったことを知った日の翌日から起算して6箇月以内に、沖縄県後期高齢者医療広域連合を被告として(訴訟において沖縄県後期高齢者医療広域連合を代表する者は沖縄県後期高齢者医療広域連合長となります。)、処分の取消しの訴えを提起することができます。ただし、次の①から③までのいずれかに該当するときは、審査請求に対する裁決を経ないで処分の取消しの訴えを提起することができます。

　①　審査請求があった日の翌日から起算して3箇月を経過しても裁決がないとき。

　②　処分、処分の執行又は手続の続行により生ずる著しい損害を避けるため緊急の必要があるとき。

　③　その他裁決を経ないことにつき正当な理由があるとき。 


様式第7号(第9条関係)
特別の事情に関する届
　　次のとおり後期高齢者医療保険料を納付することができない特別の事情がありますので届出いたします。
	世帯主氏名
	　

	住所
	　

	被保険者記号番号
	　

	被保険者資格証明
書交付年月日
	年　　　　　月　　　　　日

	被保険者資格証明書記号番号
	　

	後期高齢者医療保険料を納付できない事由(具体的に)
	　


　　　　　　年　　月　　日
　　　沖縄県後期高齢者医療広域連合長　　　　様
　住　所
　氏　名　　　　　　　　　　　　　　　　　印
　(注)　1　被保険者資格証明書の交付を受けていないときは、当該事由についての記入欄への記入の必要はありません。
　　　　2　特別な事由があることを明らかにする書類等がある場合は添付してください。
様式第8号(第10条関係)
第　　　　　号
年　　月　　日
　
　　　　　　　　　　　　　　様
　
沖縄県後期高齢者医療広域連合長　　　　　　　　　印
　
　
後期高齢者医療保険料控除通知書
　　あなたは後期高齢者医療被保険者資格証明書の交付がなされ、かつ、医療給付の全部又は一部の支払が差し止められておりますが、未だに後期高齢者医療保険料の納付がありませんので、高齢者の医療の確保に関する法律施行規則第75条の規定により下記のとおり医療給付の額から滞納保険料を控除します。
　
記
　　　　　　　　1　医療給付一時差止額　　　　　　　　　　　　　　　　　円
　　　　　　　　2　控除する滞納保険料　　　　　　　　　　　　　　　　　　円
　　　　　　　　3　当該滞納額に係る納期限　　　　　　　年　　月　　日
　
	(教示)

1　この決定に不服がある場合には、この決定があったことを知った日の翌日から起算して60日以内に、沖縄県後期高齢者医療審査会に対して審査請求をすることができます(なお、この決定があったことを知った日の翌日から起算して60日以内であっても、この決定の日の翌日から起算して1年を経過すると審査請求をすることができなくなります。)。

2　上記1の審査請求に対する裁決を経た場合に限り、当該審査請求に対する裁決があったことを知った日の翌日から起算して6箇月以内に、沖縄県後期高齢者医療広域連合を被告として(訴訟において沖縄県後期高齢者医療広域連合を代表する者は沖縄県後期高齢者医療広域連合長となります。)、処分の取消しの訴えを提起することができます。ただし、次の①から③までのいずれかに該当するときは、審査請求に対する裁決を経ないで処分の取消しの訴えを提起することができます。

　①　審査請求があった日の翌日から起算して3箇月を経過しても裁決がないとき。

　②　処分、処分の執行又は手続の続行により生ずる著しい損害を避けるため緊急の必要があるとき。

　③　その他裁決を経ないことにつき正当な理由があるとき。


　　　　　　　　
